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高市首相・第 2 回所信表明演説（2026年 10 月 5 日）は 

知財・無形資産投資をどこまで具体化したか 

― 演説全文の語彙検証と既存政策との比較に基づく推測 ― 

2026 年 10 月 5 日 

Claude Opus 5.5 

凡例 【事実】は一次資料または報道で確認できた事項、【推測】は筆者の分析・推論を示す。文中の上

付き数字は文末「参考文献」の番号に対応する。「URL 未確認」と付した文献は、作成時点で URL を直

接確認できていない。 

1．要旨 

・ 【事実】演説は第 222 回臨時国会の召集日である 2026 年 10 月 5 日に行われた 1,2。演説全文

には「知的財産」「知財」「無形資産」「国際標準」の語が一度も現れない 1。 

・ 【事実】成長投資については、17 戦略分野・62 製品を対象に「日本成長戦略実行計画」を

年内に策定し、複数年度の目標、時期、必要な予算額、「勝ち筋」を切り拓く方策を示すと

表明した。あわせて、シーリングを設けない複数年度型の「『強く豊かな日本』投資枠」と、

経済安全保障上特に重要な分野の特別会計による「別枠管理」を打ち出した 1。 

・ 【推測】成長投資全体は 5 段階評価で「4（予算・制度化の直前）」まで進んだ。一方、知

財・無形資産投資は演説単体では「1（理念段階、暗黙の内包）」にとどまる。政策体系全

体で見ると、開示・ガバナンス面は「4」、税制・予算面は「2〜3」である。 

・ 【推測】知財の具体化が進む場は演説ではなく、①年内の実行計画、②12 月の令和 9 年度税

制改正大綱、③知財・無形資産ガバナンスガイドラインの改訂（令和 8 年度中）と CG 報告

書の更新（2027 年 7 月末まで）である。演説が掲げる「日本版 DOGE」による租税特別措

置の見直しは、知財関連税制に拡充と縮減の両方向の圧力をかけうる。 

2．演説の基本事項（事実） 

・ 日時・会期：第 222 回臨時国会は 2026 年 10 月 5 日に召集され、会期は 12 月 12 日までの

69 日間である 3,4。同日の衆参両院本会議で所信表明演説が行われた 2。 
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・ 位置づけ：高市首相にとって就任後 2 回目の所信表明演説である 5（初回は 2025 年 10 月 24

日の第 219 回国会 6）。 

・ 構成：「はじめに」「『強い経済』の実現」「『力強い日本外交』」「防衛力とインテリジ

ェンス機能の強化」「国民の命と暮らしを守る」「憲法改正」「むすびに」の 7 章で、分量

の中心は第 2 章の経済政策にある 1。 

・ 資料：本稿の演説引用はすべて全文テキスト 1 による（留意事項は第 10 章を参照）。 

3．演説全文の語彙検証（事実） 

知財・無形資産投資の具体化度を測る前提として、関連語の有無と文脈を全文で確認した 1。 

語 有無 文脈 

知的財産／知財 なし ― 

無形資産 なし ― 

国際標準／標準化 なし 
初回演説（2025 年 10 月）では、戦略分野の支援策の一つとして「国

際標準化」に言及していた 6 

人的資本 なし 
「人材育成の強化や高校・高等教育の改革」は、8 つの横断的課題の

一つとして登場する 

研究開発 あり 
「研究開発から社会実装までを一体で進め」、熊本の半導体集積で

「研究開発投資が次々と生まれて」いる 

技術革新 あり 
「国内投資と技術革新を促進していくため」の規制改革、AI をはじ

めとする「技術革新の急速な進展」 

租税特別措置（租

特） 
あり 

「日本版 DOGE」による「租特・補助金・基金の見直しを徹底」

（拡充ではなく適正化の文脈） 

スタートアップ あり 「スタートアップが有する技術の社会実装の加速」 

コンテンツ あり 
AI・半導体・量子技術・フュージョンエネルギーと並ぶ「成長投資」

分野 

データ あり 
「データセンター向け電力需要」のみ（データ利活用の文脈ではな

い） 

AI・AX あり 
成長投資分野、AX（AI トランスフォーメーション）の社会実装、AI

開発促進・活用に向けた司令塔機能の強化 
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【推測】演説は、知財に隣接する概念を「技術」「勝ち筋」「自律性」「不可欠性」という語

彙で語っている。知財・標準はこれらを実現する手段として暗黙に含まれているとも読めるが、

明示はない。初回演説にあった「国際標準化」が消えた点も合わせると、首相演説の語彙の中

で知財の存在感は下がっている。 

4．成長投資関連記述の具体性分類 

記述（全文 1より要約・引用） 分類 具体性の要素 

17 分野・62 製品について「官民投資ロードマッ

プ」を磨き上げ、今後 5 年間の国内投資の道筋を

示す「日本成長戦略実行計画」を年内に策定 

方針具体化（期

限付き） 
期限（年内）、期間（5 年）、

対象（17 分野・62 製品） 

計画で、複数年度の目標、内容と時期、国の支援

内容、必要な予算額、国と民間の役割、期待する

成果、「勝ち筋」を切り拓く方策を明示 

予算・制度化の

予告 
演説自体に数値はない 

8 つの横断的課題への総合支援策（人材・資金の

供給、人材育成・教育改革、スタートアップ技術

の社会実装、中小企業の省力化・価格転嫁、

M&A・事業承継など） 

方針 数値なし 

シーリングなし・複数年度計画を基本とする

「『強く豊かな日本』投資枠」、恒常的施策の当

初予算計上、経済安全保障上特に重要な分野の特

別会計での「別枠管理」 

予算制度化 財政手続の変更 

AI・半導体・量子・コンテンツ・フュージョンへ

の「大胆な投資促進策」、「技術で勝って、ビジ

ネスでも勝つ。」、技術による「自律性」「不可

欠性」 

理念＋方向性 
知財・標準と親和的だが明示な

し 

思い切った規制改革 理念 なし 

日本版 DOGE による租特・補助金・基金の見直

し徹底、費用対効果の継続的検証 
制度（抑制方

向） 
知財関連税制にも波及しうる 

「地域未来戦略実現フレーム」の策定、「国内投

資マップ」の来春公表 
方針具体化（期

限付き） 
期限あり 

AX の社会実装、AI 開発促進・活用に向けた司令

塔機能の強化 
方針 数値なし 
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5．既存政策との比較 

5.1 基準線となる既存政策（事実） 

・ 初回所信表明（2025年10月24日）：戦略分野について、大胆な投資促進、国際展開支援、

人材育成、スタートアップ振興、研究開発、産学連携、国際標準化を総合的に支援すると述

べた 6。 

・ 施政方針演説（2026年 2月 20日）：AI・先端ロボットやバイオなどの研究開発について、

税制と規制改革を一体で講じる認定制度の創設を打ち出した 7。 

・ 官民投資ロードマップ（2026 年 6 月 24 日）と日本成長戦略（2026 年 7 月 21 日閣議決

定）：62 の製品・技術について、2040 年度までに累計 370 兆円超の官民国内投資を想定し

た 8,9。製品別では、半導体が 68.0 兆円、フィジカル AI（特に AI ロボット）が 10.5 兆円で

ある 10。 

・ 知的財産推進計画 2026（2026 年 6 月 12 日決定）：知財・無形資産を中核に据えた経営・

国家戦略、生成 AI 時代の知財保護、成長戦略と一体の国際標準戦略、コンテンツ戦略、ク

ールジャパンの 5 本柱で構成される。具体策として、知財・無形資産ガバナンスガイドライ

ンの令和 8 年度中の改訂、有価証券報告書の記載事項化を含む開示のあり方の検討、17 分野

での IP ランドスケープ活用を掲げた 11,12。前年の推進計画 2025 は、日経 225 構成企業の時

価総額に占める無形資産の割合を 2035 年までに 50%以上とする KPI を置いている 13。 

・ コーポレートガバナンス・コード改訂（2026年 7月 21日施行）：「知的財産等の無形資産

への投資」を含む成長投資について、具体的に何を実行するかの説明を求めた。改訂後の

CG 報告書は 2027 年 7 月末までに提出する 14,15,16。 

・ 経済産業省「成長投資ガイダンス」（2026年 7月 21日）：成長投資と株主還元のバランス

などを扱う、任意参照型の実務指針である 17,18。 

・ 「価値創造を加速する知財・無形資産投資・活用のガイダンス」（2026 年 8 月 3 日）：無

形資産投資と企業価値の関係の開示や、経営陣・取締役会の関与を求める 19,20。 

・ AI基本計画（2025年 12月閣議決定）：1 兆円超を AI 関連施策に投じると表明した 21。2026

年 7 月の人工知能戦略本部では、バーティカル AI・フィジカル AI を「強く豊かな日本」投

資枠で推進するとした 22。 
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・ コンテンツ：政府予算を 252 億円から 589 億円へ倍以上に拡大し 23、令和 7 年度補正予算で

550 億円を措置したと説明されている 24。 

5.2 演説で何が変わったか 

区分 内容 

新たに示された点

【事実】 

「日本成長戦略実行計画」の年内策定とその記載事項（複数年度の目標・時

期・予算額・「勝ち筋」）、「足元の収益源・今後の稼ぎ頭・経済安全保障の

強化」の 3 観点による重点化、「強く豊かな日本」投資枠と特別会計の「別枠

管理」、「国内投資マップ」の来春公表、日本版 DOGE の強化と費用対効果の

継続的検証 1 

前進した点【推測】 
財源手続（シーリングなし・複数年度・当初予算化）を国会演説で公約したこ

とで、官民投資ロードマップが予算化される蓋然性が上がった 

変わらない点【事

実】 
AI・半導体・量子・コンテンツを成長投資の柱とする構図と、「技術で勝っ

て、ビジネスでも勝つ。」という技術起点の語り 1 

欠落している点【事

実】 

「知的財産」「無形資産」「国際標準」の語、CG コード改訂や 2 つのガイダン

スへの言及、イノベーションボックス税制・研究開発税制の扱い、知財 KPI

（無形資産比率 50%）1。初回演説にあった「国際標準化」も消えた 6 

6．反応（事実） 

・ 経団連の筒井義信会長は、強い経済の実現に向けた政策論議と重要課題の前進に期待を示し、

消費税減税の財源をできるだけ早く明示するよう求めた 25（産経新聞の配信記事による二次

情報）。 

・ 野党からは、減税財源の具体性が乏しいとの批判が相次いだ 26。 

・ 報道の焦点は、消費税減税、財政規律、市場の信認に集まった 26,27。知財・無形資産投資に

焦点を当てた報道や、知財関係団体による演説への評価は確認できなかった。 

・ 参考として、日本知的財産協会は CG コード改訂案への意見書（2026 年 5 月 14 日）で、成

長投資の要件に無形資産投資が明示されたことを高く評価していた 28。【推測】知財界の関

心は、首相演説よりもコードや開示制度に向いているとみられる。 

7．今後の具体化の経路（日程は事実、見通しは推測） 
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1． 日本成長戦略実行計画（年内）：62 製品ごとに予算額や KPI が示される見込みである 1。知

財にとって最大の山場であり、IP ランドスケープによる「勝ち筋」の特定や標準化 KPI が

盛り込まれるかが試金石となる（推測）。首相自身、2026 年 6 月の知的財産戦略本部で、

17 分野での IP ランドスケープ活用と集中的な知財投資に言及している 11。 

2． 令和 9 年度当初予算（年末編成）：演説は補正予算依存からの脱却を掲げた 1。知財関連の

恒常施策（知財経営支援、コンテンツ支援など）が「強く豊かな日本」投資枠で措置され

るかが焦点である（推測）。 

3． 経済安全保障分野の特別会計「別枠管理」：対象分野の範囲は示されていない 1。技術流出

防止や機微技術の研究開発支援が含まれれば、知財保護と結び付く余地がある（推測）。 

4． 令和 9 年度税制改正（12 月に大綱）：経済産業省の要望では、事業ポートフォリオ転換・

強化促進税制の新設、スタートアップ関連措置、人的投資促進措置の検討が柱である 29。イ

ノベーションボックス税制の拡充は確認できていない（要望資料の全項目は未精査）。令和

8 年度改正では研究開発税制の見直しが行われている 30。 

5． 知財・無形資産ガバナンスガイドラインの改訂（令和 8年度中）と有報記載の検討：開示面

で最も制度化に近い経路である 11,12。 

6． CG 報告書の更新（2027 年 7 月末まで）：上場企業が無形資産投資を説明する実務上の締

切である 14。 

8．進捗度の評価（推測） 

評価尺度：1＝理念（方向性の表明、暗黙の内包を含む）、2＝方針（対象・方向の明示）、3＝

方針具体化（期限・担当・手順の明示）、4＝予算・制度化の直前（額や KPI の提示予告、文書

の確定）、5＝予算・税制・法令として成立・施行。 

領域 演説単体 政策体系全体 主な根拠 

成長投資全般（17 分野） 4 4 
実行計画の年内策定と予算額明示の約束、投

資枠、370 兆円のロードマップ 1,8,9 

AI・半導体 3 4〜5 AI 基本計画と 1 兆円超、投資枠での推進 21,22 

コンテンツ 2 4 
推進計画で成長投資に位置づけ、予算は 252

億円から 589 億円へ 11,23 
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領域 演説単体 政策体系全体 主な根拠 

研究開発（税制） 2 3 
施政方針の認定制度、令和 8 年度の研究開発

税制見直し。拡充の行方は大綱待ち 7,30 

人的資本・スタートアップ 2 3 
8 つの横断的課題、令和 9 年度要望で検討
1,29 

知財・無形資産（経営・開

示） 
1 4 

CG コード施行、2 つのガイダンス、ガイド

ライン改訂の日程化 11,14,17,19 

知財・無形資産（税制・予

算） 
1 2〜3 

イノベーションボックス拡充は未確認、

DOGE による租特見直し圧力 1,29 

国際標準 1 3 演説で言及なし、推進計画の柱の一つ 1,11 

 
注：知財・無形資産と国際標準の「演説単体 1」は、語としての言及はなく、「勝ち筋」「不可欠性」な

どに暗黙に含まれるにとどまるという意味である。 

【推測】政府は知財・無形資産投資を、首相演説で語る看板政策としてではなく、企業統治・

開示の規律（金融庁・東証・内閣府・経産省によるソフトロー）として実装する路線をとって

いるとみられる。演説で語られないことは後退を意味しない。ただし、予算・税制という「国

が身銭を切る」領域で知財を明示的に位置づける政治的な後押しは弱い。 

9．実務上の示唆（推測） 

・ CG 報告書の更新を最優先に：「知的財産等の無形資産への投資」で何を実行するかを、投

資額・KPI・取締役会の関与の形で書ける状態にしておく。有報記載が検討されているため、

早期着手が有利である。 

・ 実行計画を 62 製品単位で読み、IP ランドスケープを重ねる：政府が「勝ち筋」を示す分野

は、補助金・調達・投資枠の対象になりうる。自社知財の立ち位置を示せる企業ほど、支援

を取り込みやすい。 

・ 12月の税制大綱で 2点を監視する：①イノベーションボックス税制・研究開発税制が拡充さ

れるか、DOGE で重点化（縮減）されるか。②新設要望の事業ポートフォリオ転換税制が、

事業・知財の売却やカーブアウトに使えるか。 
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・ 演説の語彙で知財を語る：演説は「技術」「勝ち筋」「自律性」「不可欠性」で成長と安全

保障を語った。知財部門は、自社の知財戦略を「不可欠性を生む技術の権利化・標準化」の

ようにこの語彙に翻訳して、経営や政策当局に発信すると通りやすい。 

・ 政策提言の好機：実行計画の「8 つの横断的課題」に知財・標準を明示的に位置づけ、推進

計画 2025 の KPI（無形資産比率 50%）と接続するよう働きかける余地がある。 

10．留意事項 

・ 演説の引用は全文テキスト 1 による。作成時点で首相官邸の当該 URL への直接アクセスは確

認できておらず、掲載文との逐語照合は未了である。 

・ 経団連会長の発言は報道による二次情報であり、経団連の公式コメント原文は確認していな

い 25。 

・ 「URL 未確認」と付した文献（5、10、23、24）は、内容を報道・資料の記述から確認した

もので、URL を直接確認できていない。 

・ 進捗度の評価は筆者の推測である。実行計画と税制大綱の内容次第で、特に知財の税制・予

算面の評価は上下しうる。 
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